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寄附者様への返礼品送付にかかる送料も
東川町が全額負担します。

返礼品の掲載に伴う掲載手数料や登録手数料など
は一切かかりません（東川町が負担します）。

提供いただいた返礼品を、東川町が契約している
ふるさと納税ポータルサイト（楽天、Yahoo! など）
へ掲載することで、全国の寄附者様にPRするこ
とができます。

ふるさと納税
返礼品募集中
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東川町では、ふるさと納税に対する感謝の気持ちとして、

町らしい特産品やサービスなどを返礼品としてお贈りしており、

返礼品を提供していただける事業者様を随時募集しています。

地域の魅力ある商品・サービスを全国に届け、

一緒に「写真の町」東川町を盛り上げましょう！

※東川町は、ふるさと納税を「ひがしかわ株主制度」と呼んでいます。

自社商品やサービスの
全国PRが可能！

ポータルサイトへの
掲載費用は無料！

返礼品の送料も
負担なし！

ひがしかわ株主制度



提供いただく返礼品は、総務省が定める地場産品基準に適合している必要があります。基準に該当するかをご確認のうえ、ご相談ください。

・イベントのチケットなどを返礼品にする場合、申請から掲載までの所要時間を考慮して早めにご応募ください。
・掲載時期に関する個別通知は行いませんのでご了承ください。
・申請スケジュールについては柔軟に対応いたします。詳細は随時ご相談ください。

注意事項

相談・ヒアリング 登録シートの
作成・提出

総務省への申請 掲載準備 掲載開始

全国の寄附者様に向け
たプロモーションがス
タート。

ポータルサイトへの掲載準
備を開始（画像提供などにご
協力ください）。

東川町から総務省に申請
書を提出（審査には2か
月程度を想定）。

提供予定の返礼品に関す
る情報を登録シートに記
載し、東川町へ提出。

担当窓口がヒアリングを
実施。
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東川町経済振興課
（ふるさと納税担当）

件名を「東川町ふるさと納税　返礼品提供希望」としていただき

・事業者名、担当者名
・返礼品の内容（商品・サービス名、容量、サイズ、製造場所など）
・既存ホームページがある場合はそのURL
・電話番号 / 電話がつながりやすい時間帯
・メールアドレス

をご記載の上、お問い合わせください。
0166-73-4666
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ご相談は
こちらまで

地場産品基準（返礼品の基準）

返礼品登録からポータルサイト掲載までの流れ

1号

2号

3号

3号イ
（熟成肉）

3号イ
（精米）

3号イ
（企画立案）

4号

5号

当該地方団体の区域内において生産されたものであること。

当該地方団体の区域内において返礼品等の原材料の主要な部分が生産されたものであること。

当該地方団体の区域内において返礼品等の製造、加工その他の工程のうち主要な部分を行うことにより相応の付加価値が生じているものであること。

地場産品基準第3号イに規定する、当該地方団体の属する都道府県の区域内において生産された食肉を原材料として、
当該地方団体の区域内において熟成したもの。

地場産品基準第3号イに規定する、当該地方団体の属する都道府県の区域内において生産された玄米を原材料として、
当該地方団体の区域内において精白したもの。

該地方団体において製品の企画立案その他の当該製品に実質的な変更を加えるものでない工程が行なわれており、
当該製品の製造業者により、当該製品の価値の過半が当該地方団体の区域内で生じている旨の証明がなされたもの

返礼品等を提供する市区町村の区域内において生産されたものであって、近隣の他の市区町村の区域内において
生産されたものと混在したもの（流通構造上、混在することが避けられない場合に限る。）であること。

地方団体の広報の目的で生産された当該地方団体のキャラクターグッズ、オリジナルグッズその他これらに類するものであって、
形状、名称その他の特徴から当該地方団体の独自の返礼品等であることが明白なものであること。

6号

7号

7号の2
（宿泊）

7号の3イ
五万以下（宿泊）

前各号に該当する返礼品等と当該返礼品等に帯するものとを合わせて提供するものであって、
当該返礼品等の価値が当該提供するものの価値全体の七割以上であること。

該地方団体の区域内において提供される役務その他これに準ずるもの（宿泊（飲食を伴うものを含む。）の提供に係る役務を除く。）
であって、当該役務の主要な部分が当該地方団体に相当程度関連性のあるものであること。

当該地方団体の区域内に所在する宿泊施設であって、当該地方団体の属する都道府県の区域内においてのみ宿泊施設の運営を行う者が運営するもの
（フランチャイズチェーン等の方式により、当該地方団体の属する都道府県の区域外に所在する宿泊施設のプランド名を冠するものを除く。）
における宿泊の提供に係る役務であること。

当該地方団体の区域内に所在する宿泊施設における宿泊の提供に係る役務であって、前号に該当しないもののうち、
当該役務の調達に要する費用の額が一夜につき一人当たり五万円を超えないもの

平成31年総務省告示第179号第5条に掲げる地場産品基準

メールでの問い合わせの場合

ひがしかわ株主制度
特設サイト


